
令和３年度税制改正要望事項

１．復興特区関係

２．福島関係

（1） 福島イノベーション・コースト構想の推進に係る特例措置の創設

３．被災代替資産関係

４．東日本大震災事業者再生支援機構関係

（2） 福島における特定風評被害による経営への影響に対処するための特定事業活動に係る特例措置の創設

（1） 機械等に係る特別償却等の特例措置の延長延

（2） 被災雇用者等を雇用した場合の税額控除の特例措置の延長

（3） 開発研究用資産に係る特別償却等の特例措置の延長

（4） 新規立地促進税制（再投資等準備金及び特別償却）の延長

延

延

延

（3） 福島復興再生特別措置法による被災12市町村における農地の利用集積等の促進のための税制上の所要の措置

（4） 帰還環境整備推進法人に土地等を譲渡した場合等の特例措置の拡充

新

新

新

拡

（1） 建物・家屋及び土地に係る特例措置の延長

（2） 事業用資産に係る特例措置の延長

（3） 農用地に係る特例措置の延長

延

延

延

５．その他

（1） 機構が行う資金の貸付けに係る金銭消費貸借契約書の印紙税の非課税措置の延長

（2） 機構の事業税の資本割の特例措置の延長

延

延

（2） 防災集団移転促進事業の移転元地を利活用するために土地の交換を行った場合の登録免許税の免税措置の延長

（1） 特定住宅被災市町村の区域内にある土地等を地方公共団体等へ譲渡した場合の特別控除(2,000万円)の延長延

延
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